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【参考資料１】 

１ 支所の見直しについて 

（１） 支所機能の設置目的 

住民自治組織の立て直しと住民自治活動の充実を積極的に支援する機関として

支所を継続し、住民自治協議会の支援担当職員を配置します。 

また、上野支所以外の支所では、各種証明書の発行や申請書の受け付けなど、

日常的な行政窓口業務を行い、地域住民の利便性に寄与します。 

【地域意見への対応】 

① 「支所」の名称を継続して使用します。 

② 地域の行政窓口として支所を設置することを条例で定めます。 

 

（２） 組織上の位置付けと業務 

支所機能の見直しに伴い、住民自治協議会が主体となってまちづくりに取り組むこ

とを支援する体制として、令和４年度から地域連携施策を統括する「地域連携部」を

設置し、統制が取れた住民自治を推進する体制を構築します。 

 

 

２ 組織改正について 

８月の議員全員協議会で示した組織改正について、組織名称等を一部変更しまし

た。変更後の組織図は、別紙のとおりです。 

 

大山田支所

青山支所

住民自治推進施策の統括、市民活動の支援、ゆめぽりすセンターの
管理

住民自治の推進、住民自治協活動の支援、地区市民センターの管
理、各種届出・申請の受付（取り次ぎ）

・住民自治の推進
・住民自治協議会、区及び自治会の支援及び連携
・地区市民センターの管理
・地域防災
・人権啓発
・税、住民票、戸籍の証明、印鑑証明など、各種証明書の交付
・戸籍・住民異動に係る諸届、申請
・印鑑登録
・埋火葬許可書の発行、火葬場の使用予約
・市税、保険料、使用料その他歳入金の収納
・市民生活に関する各種相談
・各種届出・申請書の受付（取り次ぎ）

阿山支所

地域連携部

住民自治推進課

上野支所

伊賀支所

島ヶ原支所


